
 報告第 39 号 

 

小城市放課後児童健全育成事業の届出等に関する要綱の一

部を改正する告示 

 

 このことについて別紙のとおり報告する。 

 

   令和３年 12 月 23 日 

 

小城市教育委員会 教育長 大野 敬一郎      

 

 報告理由 

  申請様式の押印見直しにより要綱を改正したため報告する。 







様式第１号（第３条関係） 

放課後児童健全育成事業開始届 

  年  月  日  

小城市長  様 

事業者 

住所（法人又は団体にあっては主たる事務所の所在地） 

                      

氏名（法人名又は団体名及び代表者の職氏名） 

    

 

 

児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を開始したいので、同法第 34

条の８第２項及び児童福祉法施行規則第 36条の 32の２第１項の規定に基づき届け出ます。 

 

事 業 の 内 容  

 併 設 事 業 
（該当する場合のみ） 

 

 

職員の定数 
職員数：  名（放課後児童支援員：  名、補助員：  名、 

その他(事務職員等)：  名） 

事 業 所 の 名 称  （事業所番号：       ） 

事 業 所 の 種 類  

事 業 所 の 所 在 地 

〒     － 

 

TEL:  FAX:  E-Mail:  

 所 在 地 の 小 学 校 区  小学校区 

面 積 及 び 構 造 

専用区画：   ㎡［定員で割り返した際の１人当たりの面積：   ㎡］ 

その他（併設事業等）：     ㎡ 

建物の構造：           造   階建の  階 

定員及び支援の単位数 定員：   人 ／ 支援の単位数： 

 単 位 ご と の 内 訳  

事 業 開始 予定 年 月日 
 
 

 

必 要 書 類 

□ 定款その他の基本約款 

□ 運営規程 

□ 職員名簿（様式第４号） 

□ 役員名簿 

□ 施設に関する平面図等 

□ 収支予算書及び事業計画書 
 

【備考】 

利用者向けのパンフレット等があれば、参考に添付してください。 

 

 



様式第２号（第４条関係） 

放課後児童健全育成事業変更届 

  年  月  日  

小城市長  様 

事業者 

住所（法人又は団体にあっては主たる事務所の所在地） 

                      

氏名（法人名又は団体名及び代表者の職氏名） 

    

 

 

年  月  日に開始の届出を行った事業について、次のとおり変更したので、児童福祉法第

34条の８第３項の規定に基づき届け出ます。 
 

事 業 所 の 名 称   

事 業 所 の 所 在 地 

〒   － 

 

TEL:  FAX: E-Mail: 

変 更 す る 事 項 

（該当する事項 

の番号に○） 

１ 事業の種類及び内容 

２ 事業者の住所及び氏名 

３ 職員の定数及び職務内容 

４ 主な職員の氏名及び経歴 

５ 施設の名称 

６ 施設の種類 

７ 施設の所在地 

８ 面積及び構造 

９ 定款その他の基本約款 

10 事業者の役員名簿 

11 運営規程 

12 事業開始の予定年月日 

13 その他  

変 更 内 容 

（「変更する事項」欄

において○をした番

号に応じて記載） 

変

更

前 

 

変

更

後 

 

事 業 変 更 年 月 日  

 

【備考】 

（1） 「１ 事業の種類及び内容」の変更の場合は、事業の概略を記載の上、事業開始初年度の収支予

算書及び事業計画書を添付してください。 

（2） 「３ 職員の定数及び職務内容」の変更の場合は、職務の内容を確認できる書類を添付してくだ

さい。 

（3） 「４ 主な職員の氏名及び経歴」の変更の場合は、氏名及び生年月日、資格の有無その他の経歴

を確認できる書類を添付してください。 

（4） 「７ 施設の所在地」及び「８ 面積及び構造」の変更の場合は、変更後の平面図等を添付してく

ださい。 

（5） 「９ 定款その他の基本約款」、「10 事業者の役員名簿」及び「11 運営規程」の変更の場合は、変

更後の書類を添付してください。 



様式第３号（第５条関係） 

放課後児童健全育成事業廃止（休止）届 

  年  月  日  

小城市長  様 

事業者 

住所（法人又は団体にあっては主たる事務所の所在地） 

                      

氏名（法人名又は団体名及び代表者の職氏名） 

    

 

 

年  月  日に実施の届出を行った事業について、次のとおり廃止（休止）するので、児

童福祉法第34条の８第４項及び児童福祉法施行規則第36条の32の３の規定に基づき届け出ます。 

 

事 業 所 の 名 称   

事 業 所 の 所 在 地 

〒   － 

 

TEL:  FAX: E-Mail: 

事 業 廃 止 （ 休 止 ） 

年月日 
 

 休 止 予 定 期 間 

（該当する場合のみ） 
 

廃 止 （ 休 止 ） 理 由 

 

現に便宜を受けている利

用 者 に 対 す る 措 置 

 

※「現に便宜を受けている利用者に対する措置」について補足説明等が必要な場合は書面（任意様式）

添付のこと 

 

 



 


